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訴訟記録の記載の閲覧等制限の申立てと疎明の必要性

事実の概要

　本件の基本事件１）は、上告人Ｙ１社の代表取締
役を退任した被上告人Ｘが、Ｙ１社の株主総会か
らＸの退職慰労金について決定することの委任を
受けた取締役会において、代表取締役である上告
人Ｙ２の故意又は過失により上記委任の範囲を超
える減額をした退職慰労金を支給する旨の決議が
されたなどと主張して、Ｘが、Ｙ１社およびＹ２に
対して損害賠償等を求めた事案である。
　そして、本件は、Ｙ１が、基本事件の訴訟記録
のうち、上告受理申立て理由補充書の一部の記載
につき、民事訴訟法 92 条 1 項 2 号の営業秘密に
該当するとして、閲覧等の制限の申立てをした事
案である。

決定の要旨

　申立て却下。
　「裁判官深山卓也の補足意見は、次のとおりで
ある。
　……2　民事訴訟法 92 条が規定する秘密保護
のための閲覧等の制限の制度は、憲法上の裁判の
公開原則（憲法 82 条）をより徹底する趣旨から
設けられた訴訟記録の公開制度（民事訴訟法 91
条）の重大な例外であることから、保護されるべ
き秘密を必要最小限のものに限定しており、同法
92 条 1 項 2 号括弧書きが営業秘密を『不正競争
防止法第 2条第 6項に規定する営業秘密』、すな
わち、『秘密として管理されている生産方法、販
売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業
上の情報であって、公然と知られていないもの』

をいうとして概念を明確にしているのもその現れ
である。
　このような民事訴訟法 92 条 1 項 2 号の趣旨に
照らすと、訴訟記録中の一部分が同号の営業秘密
に該当するとして閲覧等の制限の申立てがされた
場合には、裁判所は、申立てに係る部分が同号の
営業秘密に該当すること、すなわち、①秘密とし
て管理されていること（秘密管理性）、②生産方法、
販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営
業上の情報であること（有用性）、及び③公然と
知られていないものであること（非公然性）の三
要件を具備していることの疎明があるか否かを慎
重に検討する必要がある。
　3　これを本件申立てについてみると、本件記
載部分は、その内容自体から有用性の要件を具備
していないことが明らかである上、申立人は、本
件記載部分が上記三要件を具備していることの根
拠となる具体的な事情を主張しておらず、何らの
疎明資料も提出していない。したがって、本件申
立ては、民事訴訟法 92 条 1 項 2 号の営業秘密に
該当することの疎明を欠くものであり、理由がな
いものとして却下を免れないというべきである。」

判例の解説

　一　はじめに
　本決定は、訴訟記録の閲覧等の制限を求める申
立てに関して、営業秘密に該当することの疎明が
十分にされていない事案が少なからず見受けられ
るという状況に鑑み、補足意見でもって注意喚起
がなされたものである。最高裁が閲覧等の制限申
立手続の在り方を示したものとしては、おそらく
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初めてのものであり、実務上疎かにできない意義
を有する。

　二　訴訟記録の閲覧等に対する制限を求める
　　　申立て
　１　制度趣旨
　民事訴訟手続においては、裁判の対審および判
決を公開して、その公正を担保し、もって司法に
対する信頼を確保するため、憲法 82 条で裁判の
公開を定めている。そして、その趣旨を徹底する
ため、民事訴訟法 91 条 1 項では、何人も訴訟記
録の閲覧等を請求することができる旨定めてい
る２）。もっとも、当該記録に重大なプライバシー
や営業秘密が記載または記録されている場合、当
該記録の閲覧等を通じて漏洩するおそれがあり、
秘密の保持を望む当事者がそれを嫌がり、秘密事
項に関する十分な主張・立証をできず敗訴する危
険がある。そこで、民事訴訟法 92 条では、これ
らの秘密を保有する当事者の申立てにより、裁判
所が例外的に訴訟記録中当該秘密にかかる部分の
閲覧等を制限することができるものとしている３）。

　２　営業秘密の意義
　民事訴訟法 92 条 1 項 2 号では、閲覧等の制限
の対象の一つとして、当事者が保有する営業秘密
が挙げられている。これは、営業秘密は閲覧等が
されると秘密としての要件を欠くことになり、差
止請求権等の営業秘密としての権利を喪失するこ
とになるため、そうした事態を防止するべく、閲
覧等の制限の対象とされたものである４）。
　何が営業秘密に該当するかについては、同号括
弧書きが不正競争防止法 2条 6 項を引用してい
ることを鑑みれば、「秘密として管理されている
生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技
術又は営業上の情報であって、公然と知られてい
ないもの」であるとされる。このことから、①秘
密管理性、②有用性、および③非公知性の 3つ
の要件を満たす営業上または技術上の秘密をいう
ものと解される５）。①については、特定の情報を
秘密として管理しようとする保有者の意思が、保
有者が実施する具体的状況に応じた経済合理性を
有する秘密管理措置によって従業員等に対して明
確に示され、当該意思に対する従業員等の認識可
能性が確保されていることが必要とされる６）。②
については、保有者の主観によるのではなく、客

観的に判断される７）。さらに、③については、保
有者の管理下以外では一般に入手できない状態に
あることが必要であるとされる８）。これらを満た
す具体例としては、製品の設計図、製法、研究デー
タ、顧客名簿、販売マニュアルなどの情報が挙げ
られている９）。
　これに対して、同号の趣旨を、第三者がかかる
秘密を利用して当事者の事業上の権利ないし利益
を搾取することを防止するためのものととらえ、
当事者の有する事業上の権利または経済的利益と
直結しているものであれば何でも営業上の秘密に
該当すると解する見解も存在する 10）。この見解
によれば、本号にいう営業秘密には、知的財産権
のほか、権利としては必ずしも成立していない経
済的利益の獲得方法、当事者間で交わされる契約
書の一条項なども含まれるとされる。
　この点、確かに、訴訟において営業秘密を保護
することで、充実した審理を実施し、もって適正
な裁判を実現することの必要性および重要性を鑑
みれば、閲覧等制限の対象となる営業秘密をでき
るだけ広くとらえようとする考え方にも一応の合
理性があるといえよう。もっとも、上述したよう
に、訴訟記録の閲覧等制限の制度は裁判の公開制
度の例外として位置づけられるものであり、保護
される秘密については必要最低限度のものとする
ことが要請される 11）。したがって、閲覧等の制
限の対象となる営業秘密は、明定されている不正
競争防止法 2条 6 項に定める秘密に厳格に限定
されるべきものと解される。
　なお、同号では、この制度の対象となる営業秘
密を当事者の保有するものに限定している。これ
は、当該当事者が勝訴するために、当該秘密を訴
訟手続において開示せざるを得ないという場合が
あるのに対して、第三者が保有する秘密について
は、たとえば、当該第三者が証人として証言す
る場合でも、書証として文書を提出する場合で
も、秘密を開示すべき義務がないため（民事訴訟
法 196 条・197 条・220 条 4 号ロ・ハ参照）、これを
対象に含める必要性が乏しいためである 12）。そ
して、この当事者による保有は、正当な権限に基
づいて取得し、保持しているという意味であり、
当該営業秘密を自ら開発または創出した場合のほ
か、ライセンス契約や雇用関係等において開示さ
れ、取得した場合も含むものとされる 13）。
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　３　閲覧等制限の申立ての手続
　この手続は、訴訟記録中の秘密記載部分の閲覧
等の請求をすることができる者を当事者に限る旨
の決定、すなわち、閲覧等制限決定を求める旨の
当事者の申立てによって開始される（民事訴訟法
92 条 1項柱書）。
　申立ての時期については特に制限されてはいな
い。もっとも、当事者が提出する準備書面や書証
等に当該当事者が保有する秘密が記載されている
場合には、その提出と同時に申立てをするべきで
あるとされる 14）。これは、提出と申立ての間に
一定の時間が空いた場合、その間に一般の閲覧が
可能となったとき、もはや秘密管理性の要件を満
たさないことになるおそれがあるからである 15）。
これに対して、当事者が当該秘密の記載された準
備書面や書証等を提出する前には、この申立ては
できないものと解される 16）。当該書面が結局提
出されなかったり、あるいは、書証の申し出が却
下されたりした場合、この申立てについて判断し
た意義が失われるためである。なお、証人尋問等
で当該営業秘密に該当する証言等がなされたり、
営業秘密に該当するものを対象とする検証が行わ
れたりした場合には、これらに関する調書が作成
される前に申立てをすることができるものと解さ
れる 17）。その場合、秘密部分の記載については、
申立ての時点でできる限りにおいて特定して記載
し、調書作成後速やかに具体的に特定をすれば足
りると解される 18）。
　この手続は決定手続であるため、審理のために
口頭弁論を開くか否かについては、裁判所の裁量
に委ねられる（民事訴訟法 87 条 1項ただし書）。な
お、この申立てがなされると、それについての裁
判が確定するまでの間、暫定的に、第三者は当該
秘密が記載された部分の閲覧等を請求することが
できなくなる（民事訴訟法 92 条 2項）19）。したがっ
て、少なくとも、申立てに関する審理および判断
の間は、第三者による閲覧等が制限されることに
なる。
　申立てを受けた裁判所は、疎明（民事訴訟法 92
条 1 項柱書参照）がなされたと認めるときは閲覧
制限決定をし、そうでない場合には却下決定を
することになる。そして、閲覧等制限決定がな
された場合には、直接の不服申立方法がないた
め、その決定は直ちに確定する（民事訴訟法 119
条等参照）20）。

　４　特定された秘密記載部分の主張および疎明
　申立ての審理においては、申立てにおいて特定
された部分が営業秘密に該当するかにつきなされ
る当事者の活動としての主張、そして疎明の有無
が判断の対象となる。
　そこで、繰り返しになるが、当事者は申立てに
おいて、原則として、たとえば、「訴訟記録中の
原告の氏名」とか、「○月○日付準備書面の○行
目から○○行目まで」というような方法で、営業
秘密に該当する記載部分を具体的に特定しなけれ
ばならない 21）。
　そして、当事者は、審理において当該特定され
た記載部分が営業秘密に該当することを主張する
ことになる。この点について、営業秘密が第三者
の閲覧等により非公知性を失うことのないように
迅速に手続を行う必要があることを鑑みれば、申
立人の負担を減らすために抽象的な主張で足りる
との考え方もありうるであろう。しかしながら、
閲覧等の制限が裁判の公開に関する例外的な措置
であることからは、それを正当化するためにもそ
の根拠を十分に明らかにする必要がある。特に、
閲覧等制限決定は直ちに確定することからは、そ
の判断の正当性を担保するためにも、十分な事案
の解明が必要であると解される。くわえて、手続
の迅速性に関しては、この手続を決定手続とし、
後述するように事実の証明方法は疎明によるもの
とされていることで一般的に確保されていると解
される。また、当事者が具体的な主張をすること
で事案解明も一層促進されることが期待できる。
したがって、当事者は、特定された記載部分が営
業秘密に該当することを単に抽象的に主張するの
ではなく、当該記載部分が上述した 3つの要件
を満たすことを具体的に主張しなければならない
と解する。
　その上で、その主張につき、当事者が広義の証
明の一種である疎明を行うことになる。これが証
明ではなく疎明によるものとされたのは、営業秘
密の該当性が本案の判断事項と重なる場合のある
ことや、証明を要求するとその判断に相当の日時
を要することになり、訴訟が遅延するおそれがあ
るためである 22）。なお、営業上の利益が害され
るおそれのあることまで疎明する必要はないとさ
れる 23）。これは、閲覧等の制限はあくまでも閲
覧によって当事者の訴訟活動が阻害されるおそれ
に着目したものであり、審理の充実を直接の目的
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としたものではないためである 24）。
　こうした疎明は即時に取り調べることのでき
る証拠によってしなければならない（民事訴訟法
188 条参照）ため、陳述書等の書面のほか、当事
者本人または参考人に対する簡易な証拠調べとし
ての審尋（民事訴訟法 187 条 1 項）によることと
なろう 25）。

　三　本件の検討
　以上を前提として、本件では、当事者の申立て
において、閲覧制限を求める部分の特定はなされ
ていたものの、それが営業秘密の要件を満たすと
の主張も、また、その疎明資料の提出も十分にな
されていなかったようである。そうした事情から
は、当事者がこの手続における審理の構造や疎明
の意義を十分に理解していなかったのではないか
と思われる。その文脈において、閲覧制限等の申
立てに関して具体的な主張および疎明の必要性を
再確認した補足意見は、この制度の今後の運用に
とってきわめて有意義なものといえよう。
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